
第１５回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  平成３０年４月１７日（火）１３：３０～１５：１５ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館６階６２３会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、佐野委員、中西委員 

       内閣府原子力政策担当室 

        林参事官、島上参事官、川渕企画官 

       文部科学省 

        清浦原子力課長、上田原子力課長補佐 

 

４．議 題 

 （１）文部科学省原子力科学技術委員会における審議の状況について（文部科学省） 

 （２）日本原子力研究開発機構新型転換炉施設原子炉設置変更許可について（答申） 

 （３）第１９回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）コーディネーター会合の結果概要

について 

 （４）アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）「２０１８スタディ・パネル」の結果概要

について 

 （５）岡原子力委員会委員長の海外出張について 

 （６）その他 

 

５．配布資料 

（１－１－１）原子力研究開発基盤作業部会 中間まとめ（概要） 

（１－１－２）原子力科学技術委員会 原子力研究開発基盤作業部会 中間まとめ 

（１－２－１）原子力施設廃止措置等作業部会 中間まとめ（案）（概要） 

（１－２－２）原子力科学技術委員会 原子力施設廃止措置等作業部会 中間まとめ（案） 

（  ２  ）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子炉廃止措置研究開発センター新

型転換炉原型炉施設の原子炉設置変更許可について（答申） 
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（  ３  ）第１９回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）コーディネーター会合の結

果概要について 

（  ４  ）アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）「２０１８スタディ・パネル」の結

果概要について 

（  ５  ）岡原子力委員会委員長の海外出張について 

 

参考資料 

（２－１）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子炉廃止措置研究開発センター新型転

換炉原型炉施設の原子炉設置変更許可に関する意見の聴取について 

（２－２）新型転換炉原型炉施設 原子炉設置変更許可申請書 

（２－３）新型転換炉原型炉施設原子炉設置変更許可申請書の一部補正について 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第１５回の委員会を開催いたし

ます。 

  本日の議題は、一つ目が文部科学省原子力科学技術委員会における審議の状況について、

二つ目が日本原子力研究開発機構新型転換炉施設原子炉設置変更許可について（答申）、三

つ目が第１９回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）コーディネーター会合の結果概要

について、四つ目がアジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）「２０１８スタディ・パネ

ル」の結果概要について、五つ目が私の海外出張について、六つ目がその他です。 

  本日の会議は、１５時を目途に進行させていただきます。 

  それでは、事務局から説明をお願いします。 

（林参事官）議題の１でございます。議題の１は、文部科学省原子力科学技術委員会における

審議の状況についてということになってございます。 

  原子力委員会では昨年策定した原子力利用に関する基本的考え方において、研究開発活動

には人材育成を支える基盤的施設設備の強化充実の重要性について述べるとともに、研究開

発機関や大学における燃焼施設の計画的な廃止措置についても指摘をしているところでござ

います。 

  これに関連して現在、文部科学省では原子力研究開発基盤作業部会及び原子力施設廃止措

置等作業部会を設置し、それぞれの事項について議論を行っており、本日はその審議の状況
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について御説明を頂きます。このため、文部科学省研究開発局原子力課より清浦課長及び上

田課長補佐にお越しをいただいております。やり方としましては、部会ごとに質疑の時間を

とらせていただきたいと思いますので、まず原子力研究開発基盤作業部会について御説明を

よろしくお願いいたします。 

（上田氏）それでは、御説明の方をさせていただきます。 

  資料につきましては資料番号１－１－１というカラー刷りの資料と、それから１－１－２

というのが中間まとめの本体という形になってございます。先ほど参事官の方からも御説明

がありましたけれども、まず原子力の基盤研究開発、人材育成の基盤である施設のところを

どのように維持、また発展させていくのかというところ。それから実は廃止措置というとこ

ろもまたあわせて、これは近年の課題になっているというところで、その辺のアプローチと

いうことで文部科学省の中に科学技術・学術審議会、原子力科学技術委員会という審議会が

ございまして、そこに作業部会を二つ設けさせていただいて議論させていただいているとい

うのを御紹介させていただくというものになってございます。 

  あと資料１－１－２の方でございます。こちらが原子力研究開発基盤作業部会の方の中間

まとめになってございますが、具体的な委員の構成、それから審議のスケジュール、これま

での経過ということでいいますと、これの資料の２０ページ、それから２１ページの方にご

ざいますので、こちらの方は是非御参照していただければと思います。 

  内容につきましては説明時間が限られておりますので、資料１－１の概要の方で説明させ

ていただければというふうに思ってございます。 

  まず、０ポツの「はじめに」の部分は先ほどちょっと申したところと重なる部分がありま

すので割愛させていただきまして、まず１ポツといたしまして、国として持つべき原子力研

究開発基盤に関する現状把握・整理ということで、ここで現状認識、現状把握ということを

少し整理をしてございます。まず、原子力機構や大学における研究基盤のこれまでの状況と

いうことで、これはもう御案内のとおりかとは思いますけれども、試験研究炉を中心とした

原子力研究開発施設、これは昭和３２年のＪＲＲ－１の初臨界を皮切りに、これまで国の研

究開発基盤であります原研であるとか動燃、今の原子力機構でございます。それから大学、

民間企業において建設、運営が進められてきたという状況で、こういった施設に関してはエ

ネルギー利用の研究開発のみならず、多様な学術利用、産業利用にも役に立ってきたもので

あるということで、利用の実績といたしましても、福島第一原子力発電所の事故前には人材

育成の観点で試験研究炉ということで言えば、年間１，４００人から１，７００人程度の利
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用があったということを学会等の資料でも報告されておるという状況でございます。 

  一方で、下の（２）番でございます新規制基準、高経年化対策など昨今の急激な状況の変

化ということでございますけれども、これらの試験研究の施設については昭和３０年から５

０年代につくられた施設、これが大半を占めているという状況でございまして、原子力機構

の施設だけ見ても、約半数が現段階において築４０年を超えていると。更にこれが１０年た

つと、約９割が築４０年以上になるなど高経年化が非常に著しい状況であるということでご

ざいます。この高経年化対策に加えまして、震災以降強化されました新規制基準、それから

セキュリティへの対応、バックエンド対策等、なかなか事後的に対応しないといけないよう

な課題が多くなってきているような状況でございます。特にやはりこの辺は原子力研究開発

施設の大半を保有する原子力機構で顕著な状況でございまして、昨年４月でございますが、

原子力機構は施設中長期計画というのを公表いたしまして、この中で原子力機構が保有して

おります試験研究炉、照射炉でございますＪＭＴＲも含め約半数の施設を廃止するというこ

とを決めたというような状況としてございます。 

  一方で、廃止の話ばかりではなくて、もんじゅの廃止措置の移行に伴いまして、もんじゅ

のサイトに今後の原子力研究、人材育成を支える基盤ということで新しい試験研究炉を設置

するということが原子力関係閣僚会議の場でも決定されておるという状況でございまして、

現在、具体的な調査研究を文部科学省の方で実施をしているというのが現状の整理というこ

とで、こういった状況を踏まえて、２ポツ、資料の右側に移っていただきまして、今後求め

られる原子力の研究開発機能・施設はどういうものなのかという現状課題と今後の施策の方

向性ということを委員に議論いただいてまとめた内容というのがそちらの右の方になってご

ざいます。 

  まず、国として持つべき研究開発機能ということで、３点整理してございますが、まずは

国家戦略上重要な基幹技術の推進の観点ということで、現状課題の方でございますけれども、

原子力の研究開発、これはエネルギー利用の基盤、それから原子力を利用した科学技術・学

術・産業への応用という分野での推進が図られてきたということでございまして、この原子

力の技術、それから人材の維持というのは国の内外に存在する原子力の課題解決に貢献とい

う背景からすると不可欠であるということで、やはりこういう研究開発の機能を維持すると

いう観点で七つの項目で、これは過去にこの原子力科学技術委員会でも議論した内容ではあ

りますけれども、国として持つべき研究開発の機能ということの整理ということで、その右

側に７項目を整理しているということでございまして、上から順に福島事故の廃炉に関する
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研究開発。それから原子力全般の安全性向上に向けた研究開発。原子力の基礎基盤の研究開

発。高速炉の研究開発。廃棄物処理・処分に関する研究開発。核不拡散・核セキュリティに

資する研究開発。それから、これらを支える人材の育成。こういった部分にアクセスできる

研究開発の施設というのはきちんと維持するべきだろうと、こういった御意見がございまし

た。 

  それから②番、アカデミア、メーカーなど、こういった試験研究炉を使うユーザーの視点

ということで、御意見をお伺いしておりますけれども、やはり多く使えるのは、こういった

施設というのは国内にあるということが、例えば国内の規制基準の策定であるとか、データ

の取得、それから人材育成の面でもあるということが望ましいということで、やはり民間の

事業者からすると、安全規制の研究であるとか基礎基盤の研究開発をやるとか、人材の育成

の部分ということは官の方で担ってほしいというふうな意見もあり、方向性の方にもそうい

ったことも踏まえて、例えば政策推進で必要なサイクルの確立に必要な研究開発であるとか

人材育成、それから高レベル廃棄物の処理・処分に必要な研究開発等こういった部分という

のは国の方でしっかりとやってほしいというふうな意見がありました。 

  また、こういう研究施設、新しいものも含めて検討するということに当たっては、やはり

国際的な拠点施設を目指すということと、最新の産業ニーズ、民間動向、世界的な市場動向

がどうなのか。こういったところを無視して研究開発施設を維持、整備をしても駄目だろう

と、こういった御指摘もございました。 

  それから次、③でございます。人材育成の観点ということで、現状課題の方には、これも

御案内のとおりですが、研究開発、この施設については高経年化、それから１Ｆの事故等も

あり、長期停止が余儀なくされておりましたが、昨年、大学の研究炉が動き始めましたけれ

ども、やはり震災から五、六年たってもなかなか動かすことができなかったという状況はご

ざいました。また、原子力の将来ビジョンを不安視するという向きもあり、原子力専攻以外

の分野から就職希望者は減少傾向というふうな状況も聞こえてきております。そういったこ

とも踏まえまして、試験研究炉の一日も早い運転再開を目指すとともに、原子力産業は幅広

い分野で支えられている総合工学でありますので、こういった研究施設についても分野横断

的は取組を通じて様々な学生に関心を持ってもらうということを産学官連携で人材育成に取

り組むべきではないのか。こういった御意見を頂きました。 

  次のページに移っていただきまして、そういう国として持つべき研究開発の機能というの

を整理した上で、どういった対策をとるべきなのかということを短・中期の検討課題と長期



－5－ 

的視点ということで分けて整理をさせていただいているのが（２）番でございます。 

  まず、短・中期に取り組むべき課題ということでありますけれども、右側の施策の方向性

でございますが、既存の試験研究炉の運転再開に向けた復興支援を行って、なるだけ早めの

運転再開を目指すということと、それから今、国内にある施設は限られておりますので、こ

の施設の供用を推進することが必要ということで、これはまた追って詳細を御説明させてい

ただきます。 

  また、長期的な視点ということで御意見がありましたのは、ＪＭＴＲの後継として新たな

照射炉の建設に向けた検討を始めるということと、もんじゅサイトを活用した試験研究炉の

方向性については、今、行っています委託調査の方の状況を踏まえながら多様なステークホ

ルダーを交えた検討が必要ということで、特に新しい試験研究炉の検討ということ、設置と

いうことになると、やはり１０年から２０年、長期を要するということなので、議論は速や

かに開始して運営体制も含めてきちんと議論するべきだろうというふうな御意見がございま

した。また、試験研究炉の建設に当たっても丁寧な説明をするとともに、やはり施設の規模

に応じた規制の対応（グレーデッドアプローチ）これが必要だろうということで、海外の規

制の例も参考にしながら新たなこういう施設の建設に当たっては、規制当局との議論を進め

るということで、あわせて我が国の原子力規制の向上・発展にも貢献をするという視点も必

要だろうという御指摘を頂いております。 

  それから３ポツ、ユーザーニーズを踏まえた施設の運営、それから供用のための具体的な

体制ということでございます。国内の施設に限られている状況でありますので、供用をどう

いう体制にしていくのか、まだそれが国内の供用、それから国際的な供用、こういった視点

も必要だろうということで、ここは整理させていただいております。 

  まず、原子力研究開発施設保有・運営の在り方ということでございますが、現状いろいろ

課題がありますが、やはり大学単独で施設の維持管理というのはなかなか困難であるという

ふうな状況もあるということや、設置者のみならず利用者組織における積極的な施設供用へ

の関与、こういうのが重要だろうということ等々、現状課題ということで指摘はありますの

で、今後の施策の方向性といたしましては、利用者組織を含めた産学官多様な関係者が参画

したプラットフォーム、若しくは共同事業体、コンソーシアムの運営等の新しい枠組みの検

討をすることが必要だろうということ。また、新しい試験研究炉を建設するという場合には

炉の建設、設計の段階から利用者側の意見を取り入れた検討を進めていくということが必要

だろうということ。また、公的資金の充実などを国が主体的になって取り組めるもののみな
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らず、ユーザー側においても受益者負担ということをどういうふうにやっていくのか、こう

いったことを負担の在り方に関しても考えていく必要があるだろうというふうな御議論を頂

いております。 

  また、国内供用体制の在り方についてですが、これは既存の炉を持っています原子力機構

等からも議論、話は聞いておりまして、原子力機構としても改善事項というものがあるとい

うふうに認識をしているというところでございますけれども、文部科学省のほかの分野でも

例えば特定先端大型研究施設であるとか、共用プラットフォーム事業、こういった特定分野

の施設の供用であるとか、大型設備の供用ということの取組は進めているところでございま

すので、こういったほかの分野でも取り組んでいるような供用の仕組みも参考にしながら、

利用者からの利用ニーズに関するニーズを踏まえた設備・機器の高度化であるとか、専門ス

タッフ配置、ワンストップサービスの設置等の利用促進機能の強化、こういったものを取り

組むべきであろうというふうな御議論を頂いたところでございます。 

  また、右上に移っていただきまして、国際供用の在り方のところでございますけれども、

国内の試験研究炉が減っているというところでありますので、海外の試験研究炉を活用する

ことが重要だろうというふうに考えておりますが、海外の研究炉も使用済燃料の蓄積、それ

から老朽化、いろいろやっぱり課題はあるということの状況でございます。国内はもとより

国際的に連携した仕組みの構築ということを考えるべきだという声の中で、国内での代替が

可能なものについては国内施設を利用するというのは当然そうなのですけれども、海外施設

を利用するという場合には様々負担もあるというふうに現場からも聞こえていますので、こ

れをどのようにサポートすることができるのかということが課題だろうということで、今後

の施策の方向性の部分でございますけれども、国内機関が海外の施設を利用できる、利用す

る際の、それがスムーズにできるような支援機関、国内の窓口整備等、支援が必要なんじゃ

ないのかということ。 

  また、海外施設を活用するという場合においても、国内の試験研究炉でもユニークな施設

がございます。高温ガス炉でありますとか常陽、こういった施設は海外からも関心が高いと

いうふうに聞いておりますので、うまく海外のニーズも捉えて国内側の研究ニーズを組み合

わせて、海外の施設をうまく使えるようなウイン・ウインの形に持っていけるかどうかとい

うこと。また、先進国との協力のみではなくて、アジアのハブとして周辺諸国への貢献を行

っていくという、こういった視点も重要だろうというふうな御指摘を頂いておるということ

でございまして、４ポツまとめということでまとめてございます。まとめの部分はこれまで
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申し上げたことを整理をしているということでございますけれども、こういったものをきち

んと国として進めていくべきだろうという、そういったまとめを頂いたという状況でござい

ます。 

  簡単ですが以上です。 

（林参事官）ありがとうございました。 

  それでは、質疑を行います。佐野委員からお願いします。 

（佐野委員）包括的な御説明を頂きましてありがとうございます。 

  この原子力研究開発基盤作業部会は６回行われたのですね。昨年１月３１日、５月、８月、

１１月、今年２月、３月と。その途中の昨年７月に原子力委員会の「原子力利用に関する基

本的考え方」が出ているわけですが、御説明いただいた中で、どの程度基本的考え方が反映

されているのでしょうか。つまりこの作業部会は文科省が独自にやられているんでしょうけ

れども、政府内で同じことを幾つの組織が考えていて、その間の連携はなされたのでしょう

か。例えばニーズ対応型の研究とか選択と集中とか、また人材育成の観点から、原子力の魅

力を発信し、原子力関係者の研究、キャリアパスが多様であることを示すことも重要だとか

が示されているのですが、そのような基本的考え方がどのぐらい集約されて皆さんの部会の

中に反映されているのでしょうか。 

（上田氏）御質問ありがとうございます。 

  まず、基本的考え方を作成するタイミング、段階においては、私、そのときは別部署にお

ったものですけれども、あれをつくるときには多分、関係省庁が加わった形で一応こういう

考え方にのっとって大きな方向性を原子力委員会が示していただいた、それに従ってやって

いこうよという議論のもとで関係省庁の議論に入ったというふうに認識をしてございます。 

  この作業部会の中で、すみません、事実関係として申し上げますと、この作業部会、例え

ば内閣府の原子力委員会事務局のどなた若しくはその委員の皆様方の中に来ていただいて基

本的考え方を指導していただく。若しくは我々の方で詳細に基本的考え方の項目というのを

紹介させていただいたという回は、この６回の中ではございませんでした。 

  一方で、我々作業部会を展開しております事務局といたしましては、当然基本的考え方の

考え方というのは理解はしてございますし、問題意識は非常に特にこの研究開発の基盤の部

分であるとか、廃止措置の部分をどういうふうにしていくのか。今おっしゃっていただいた

ように、正に選択と集中をどういうふうにしていくのかであるとか、ニーズの研究開発につ

いても、これまでいわゆる研究機関、研究者がやりたいことだけやっていればいいという時
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代でもないですし、一研究機関の研究者が自分たちのことをできるような状況でもないです

し、そこは支え合うような形でやっていかないといけない。そういう問題意識はきちんと、

ある意味認識をした上で、ちょっと今回は包括的なのですけれども、研究施設という部分に

ある程度フォーカスを置いたような形で、各、我々は特に原子力研究開発機構と、それから

大学が持っている研究機関というところはやはり我々がしっかり責任を持って見ないといけ

ない部分だというところなので、そこはちょっと深掘りをするような形で意見を出していた

だいたということになってございます。 

  本日、この中間まとめになってしまいましたけれども、この状況を御報告させていただい

ているということに関しても、正に政府一体となって原子力の政策というのをお互い漏れが

あってもいけないと思っていますし、そごがあってもということでございますので、ここで

御報告をさせていただきながら、またサジェスチョンを頂きながら中間まとめも含めて我々、

どういうふうにアクションしていくのかというところに反映させていただければという、そ

ういう趣旨でもございますので、ちょっとまたやり方いろいろ御指摘もあると思いますし、

今回こういう形でやりましたけれども、是非そこはそごがないように連携してやっていきた

いというのが我々の考えでございます。 

（佐野委員）是非コミュニケーションや連携をよくしていただきたいと思います。非常に要な

イシューでもあるわけだし、将来これについて莫大な予算もついてくるでしょうから、複数

の組織が考えていることを、十分議論してすり合わせていくというプロセス、文科省と原子

力委員会だけじゃなくて、そのほかの組織もあろうかと思います。その辺りをお願いしてお

きたいと思います。 

（林参事官）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）御説明ありがとうございました。 

  いろいろ議論、大変だったと思うのですけれども、最初に質問がありまして、七つの観点

でということで今後、求められる原子力研究開発機構施設とあるのですが、原子力の基礎基

盤研究というのは具体的にどういうことを考えているのでしょうか。具体例、あと下の最新

の産業ニーズについてもどういうものがあったのか教えてほしいのですけれども。 

（上田氏）まず基礎基盤研究の部分ですけれども、項目内、学術的なものを含めてここに入っ

てくるかなというふうに理解をしています。各種のデータをとるだとか、いわゆる元素の分

析みたいな部分だとか。 

かなり基礎基盤研究というのも多様なところが入ってくるかなと思っていまして、あとはそう
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いう新しい炉形の開発みたいなところもここに入ってくるだろうなというふうなところで、

かなりここはある意味、バスケットクローズ的な、ほかの六つの項目で明示的にできない部

分の研究に関していろいろ現場でやられている部分もあると思いますので、そういったもの

をここで拾うというようなイメージかなと。 

（中西委員）例えば、そうすると何でも入るということですか。何か特徴的にこれを育ててい

きたいとか、この研究がまだ不足だとか、そういう議論はなかったということですか。 

（上田氏）この作業部会で七つの項目の具体的な中身まで突っ込んだ議論というのはなくて、

足りなかったというところです。こういういわゆる基礎的なものというか、国としてこうい

うふうにやりなさいよというふうになる前段階で、現場から芽が出てくるようなものという

のもちゃんとフォローしないといけないですねという観点の項目の方かなと。 

（中西委員）ニーズの方はやはり具体的なものは出なかったと。 

（上田氏）ニーズのところは、ここはちょっと特に産業界からいろいろ、特に試験研究炉、例

えば照射炉であるとか、産業界の人たちからもいろいろお話を伺った中で、こういう議論に

なったということで、具体的には例えばこれ、実は直接ヒアリングで作業部会までは呼べな

かったのですけれども、半導体、一部のシリコンの半導体はこの前、中性子照射でつくって

きていたというものがあって、これ１０年ぐらい前には国内でも国産化できるような形で試

験研究炉で増産できる形がいいねという話もあったのですけれども、今のマーケットニーズ

で本当に国内でそれをつくるほどのニーズがあるかというと、なかなかマーケットの状況も

変わってきていて、それからいわゆる原子炉を使わない形での半導体の作成方法も高度化し

ているので、必ずしも国内でそういうのは要らないんのではないかという、１０年ぐらい前

と見てもニーズはどんどん変わってきているのだという話もありました。なのでここは実際

のやはり国費を投入してこういう施設を新しくつくるとか高度化するというときには、きち

んとそれが本当に民間ニーズにあった   ものをつくるというところだと思います。 

（中西委員）今の半導体は原子炉でないとできないものがあると、一部のものは、と分かるの

ですが、全体を通じて施設のことがほとんどですよね、研究炉とか。施設以外のものは実は

ほかのところで議論されているのでしょうか。施設以外にも例えばアイソトープをどういう

ふうに取り扱うとか基礎基盤技術で非常に大切なところで、文部科学省は諸説の学術を扱う

ところですから、そこの大切さというのは今、放射性同位元素、ものを扱える人がいないと

いうのがアメリカでも世界中で大問題で、御存じかと思いますけれども、オバマ大統領は特

にアイソトープを扱える人を１８人年間少なくともつくれといって、今、１５人ぐらいしか
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いないそうですけれども、その分野がなくなりつつあるということで、そこを卒業した人は

幾らでも引く手あまただって。廃炉があって廃液処理もありますし、あと新しい医薬品をつ

くったり、それから全ての基礎、環境の放射能を見るとか。ですから、基礎基盤研究という

のはやはりアイソトープとか放射線がきちんと取り扱えるという人をどういうふうにつくる

かということも施設と並んで、もちろん施設も大切でプラットフォームをつくるとか大切だ

と思うのですが、そういうところはほかで議論されているのでしょうか。 

（上田氏）そういう意味では、この作業部会では主にやっぱり特に炉規法の対象になるような

原子力の研究開発施設を中心に議論してございます。一方で、アイソトープの方と言います

と、すみません、私すぐ、あれがないのですけれども、一方で同じ省の中で特にやっぱり放

射線の科学技術の利用という観点や人材育成という観点で言うと、量子科学技術研究開発室

―量研室―の方がやっている部分もございますので、とりあえずそちらの方の議論にな

るかなとは思いますけれども。 

（中西委員）分かりました。そうしますと、例えば本日、後で部署が違うからということで佐

野委員がおっしゃったようなＳＮＰＭのところとかいろいろ出てくるのです。施設以外を使

った研究開発とかニーズ開発、そこら辺のことを議論は余りしていないと、そういうことに

なるんでしょうか。 

（上田氏）今の御質問は。 

（中西委員）文部科学省でそういうことを議論していこうということは、そういうプラットフ

ォームといいますか、委員会みたいなのは余り考えられていない。炉とかは施設がどても大

切で本当ないろいろ聞きたいところがたくさんあって、今度もんじゅのサイトにできるのは

どういうものかとか、そういうこともお伺いしたいのですが、それはこれから考えられると

思いますので、いろんな大学でアイソトープを扱える人の教育がされてきていないですよね。

ほとんどシャットダウンで日本全国津々浦々。施設がなくてもできる、大型施設を、そうい

うところに焦点を当てた議論というのはされていないのですか。とても大切だと思うのです

が、私は個人的に。 

（上田氏）すみません。別件になってしまうというか、基本的には別部署の議論だと思います

ので。 

（中西委員）施設をきちんと動かすためには、アイソトープをハンドリングできる人なしには

できないですよね、垂れたとかいろいろあるでしょうから。そういう議論は全くされていな

い。 
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（清浦氏）この部会そのものは施設にかなり特化した議論になっておりますけれども、このタ

イミングでないのですが、少し前のタイミングで原子力人材という格好で議論しているとき

は、原子力科学技術を支える人材全般ということで議論しておりますので、多少この部会ご

とに特色がありますけれども、中西委員が御指摘いただいた、そこの重要性については我々

も認識しておって、視野に入れていながら考えているところでございます。 

（中西委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）私も今回の中間まとめは特にもんじゅの後といいますか、試験研究炉設置という

ところに大きな特徴があると思うのです。それで計画検討、詳細設計のスケジュールも出て

いるというわけですけれども、それはそれで大変時宜を得ているということなのですが、申

し上げたいのは、今後は、ハードウエアの設置だけじゃなくて、ソフトといいますか、利用

のソフトといいますか、そういう検討も必要ではないでしょうか。もうちょっと詳しく言い

ますと、何をどういうふうに使うんだと。それで考えてみますと、ＪＲＲ－４はとまりまし

たから、廃止になりましたから、ＪＲＲ－３はかなり大きいのでまだあるということである

と、どの範囲をカバーするかということが一つあって、それはまたそれで検討されると思う

のです。原子炉実習とか、あるいは関連の実験とかということであれば、そういう利用のソ

フトの方の検討があわせて必要だなという感じがいたします。もうちょっと申し上げますと、

二つあると思うのです。お世話をする利用と、それから一緒にやるような、学生との共同研

究を卒論とか修論の研究を、一緒に研究炉施設の人たちが利用する学生や教員や研究員とや

る、そういう二つあると思うのですけれども、このような利用のソフトが重要と思います。

さらに、原子炉実習というようなことで言うと、一番最初はとにかく原子炉というものに触

れてみるということが必要なのですが、実際の発電利用が大分進んできたということである

ので、触れてみることはそれで必要なのだけれども、例えば実際のプラントというのは中性

子の挙動部分だけじゃないので、その辺りの教育を実習でどうすかという問題がある。教科

書は、そこをカバーしたものが出ているのですけれども、実習としてはフィードバックを含

むプラント動特性の実習はまだない。それは産業界の運転員訓練のところだけに任されてい

るというところです。何が言いたいかというと、ちょっと今のは、非常に特殊な例かもしれ

ませんが、いずれにしても利用のソフトの検討は必要だと思うのですけれども、どんなふう

なお考えですかというような感じの質問になります。いかがでしょうか。 

（上田氏）ありがとうございます。 

  今、お話しありましたソフトのところではお世話の利用のところと、それから具体的なコ
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ンテンツといいますか、共同研究をどういうふうにやっていくのかという、その両面あると

いうふうに委員長から御指摘あったと思います。そういう意味では、この作業部会の中では

お世話の利用のところ、ユーザーのインターフェースになるようなところをどういうふうに

するのかというところの議論については廃炉利用、ほかの例示を踏まえながら御議論いただ

いたかなというところになってございます。 

  一方で、具体的にそろそろもう一つの方の共同研究であるとか、学習実験みたいなところ、

それから実際の従業員の方々をどういうふうに育成していくのか、そういったところという

のはどちらかというと産学官で連携し合っていきましょうというところで、ふわっと入り口

論のところだけにとどまっている部分もございますので、そこは現場での実際の例えば試験

研究炉を覚えるときどういうふうにやるのかとか、産学連携ともうたっていますけれども、

これから具体的に中身はそれぞれの中で話をしていかないといけないと思います。そういっ

た中で詰めていく必要があるかなというふうに思ってございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  今日話し合ったのは大体今回の中間まとめのところで、先ほど課長からもうちょっと広く

以前は検討していたとお話がありまして、そちらをちょっと私、非常に頭に入っていないの

かもしれませんが、そっちとの関係で申し上げますと、大学とＪＡＥＡさんといいますか、

研究開発機関のバリアを低くしていくといいますか、共同研究、共同利用をしていくという

ことは、研究機関側にもメリットがあるはずだと申し上げております。共同研究した人材が

ＪＡＥＡさんにさんに入ってくるようなれば、それは大きなメリットがあるのではないです

か、ということを申し上げておりまして、施設の供用というような感じのことは今回の中間

まとめには余り書いていないのですよね、既にあるから書いていないのでしょうか。 

（上田氏）今も供用はやっているのは事実なのですが、一方でやっぱり現場からの声をいろい

ろ拾ってみると、使い勝手が悪いという声も様々聞こえてきているところでございます。今

回、国内の施設の供用をというふうなことを我々このレポートで書いたところの意図も、基

本的には原子力機構のサイトをやっぱりうまく供用して使う。正にその使い勝手をユーザー

の方の視点から見てもちゃんとなるような形に変えたいというふうなところの思いは十分持

っているつもりでございます。 

（岡委員長）この間、原子力委員会が出した人材育成の見解では、研究開発に伴う人材育成が、

これは就職した後のですけれども、重要だと言っておりまして、今のところはそういうとこ

ろとも関係しているかと思うのですけれども、問題意識は既に共有していただいていると思
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うのですけれども、実際どういうふうにやっていくかというところは、大学との関係だけで

はなくて、産業界との垣根を低くして情報共有しますということは、原子力委員会の提案の

連携活動なんかもやっております。あれはテーマがある程度決まっていますけれども、もっ

と一般的に産業界との垣根を低くするということは、米国ではこれはさっき紹介があった報

告書の中では、海外動向の中に紹介されています。米国では産業界の垣根を低くするという

のを一生懸命やっています。これは国際的に利用しましょうということではなくて、米国内

で産業界に研究機関を活用していただいて、両方にメリットがあるようにするかということ

だと思います。そういう視点も今回の報告には余りないように思いますけれども、今後は重

要な視点になるのだというような感じがいたします。これは意見ですけれども。メーカーの

ＯＢの方との連携とかいろいろなやり方が考えられると思うのです。原子力委員会が提案し

ている三つの分野の連携なんかも積極的に活用いただいきたい。それからあるいは大学の教

員の、あるいはその学生の、研究と能力の向上ができるようになると大変ありがたいかなと

思っております。 

  私の意見は以上でございますが、先生は何かございますか。 

（佐野委員）もう一つ、今、どの分野でも研究基盤、基礎的な研究、新しいイノベーションを

起こしていくことが求められているのだろうと思います。「基本的考え方」の中にも基礎研

究や基盤技術の研究開発、あるいは産業応用に向けた技術開発、技術の標準化という形でイ

ノベーションの重要性を言っているのですが、その辺りの議論というのはどういう形であっ

たんでしょうか。 

（上田氏）ありがとうございます。 

  具体的にこの作業部会の中でイノベーションを引き起こすためにどういうふうにしていく

のかという議論にまではなっていなかったというのが事実でございます。 

  一方で、イノベーション云々のそれ以前の問題として、やはり原子力が最低限守らないと

いけない技術であるとか、最低限守らないといけない人材があるというところの基盤が正に

研究開発の原子力機構が半分やめるよというふうな状況になっている、そういう危機感が最

低限そこをどう維持するのか。当然それが維持されて、そこでちゃんと研究なり人材がうま

く相互で活動することによって、それがひいてはイノベーションとなる、それはそうなので

すが、そのそもそもの前段階の基盤のところをしっかりやろうよというところが今回の主眼

だったので、イノベーションというところまで踏み込んで、この６回の議論ではできなかっ

たのですけれども、一方で、こういうものがないと、そもそもイノベーションの素地がなく
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なるという危機感を我々は持っていますので、そこの思いは変わりないというか、だから、

ここをいかに維持していくかというところが重要かなと思ってございます。 

（佐野委員）つまりイノベーションと違うところでまた議論されているのですか。あるいは今

後する予定があるのですか。 

（上田氏）今、別で動いている議論の中で、原子力のイノベーションということに特化して議

論しているという場はないです。ただ、今、基盤をうまくやっていきましょうという話をし

ていますが、ゆくゆくはこれで今、試験研究炉、なかなか原子力機構も難しい状況なのか、

動いている試験研究炉はまだ一つもない状況、大学のは動き始めましたけれども。原子力機

構の方が動き始めれば、例えばＪＲＲ－３が動き出せばＪ－Parcとの連携でうまく中性子を

活用した研究成果を世に出していくためにどういうふうに施策を打ってしていくのか、そう

いった議論ができるようになると思っています。なので、まずは今ある炉、施設を動かすこ

とに注力をし、それができた暁には次のステップとして、そういった議論はできるものであ

ろうというふうに我々は思っています。 

（岡委員長）中西委員、何かありますか。 

（中西委員）かつては科学検証自体は理研と原研が二つの大切な研究所だった時代があって、

今は多少ＱＳＴで始めましたけれども、原研の中に最近いろいろ話題的なところではアイン

スタイニウムが０．１マイクログラム、日本もらったのですが、それで理研となって原研に

いったのです。ですから、すばらしい研究者がいるということですから、そういう人たちを

どうやって基礎研究の若い人にまたつないでいくかというのも一つの視点じゃないかと思う

のです。そんなところはほかで議論というところはないのでしょうか。すばらしい人がいる

のをやっぱり少し文科省としてサポートしていく必要があるのではないかと思うのですが。 

（上田氏）そういう意味では、先ほど、課長の方からもお話ありましたけれども、原子力の人

材育成の作業部会というところで研究者、技術者をどういうふうに育成していくのかという

ふうな議論はやっていたというところで、今、最近動いていない状況ではございますけれど

も、そういったところはここで議論する話かなというふうに。 

（中西委員）これからはまだ中途だけれども議論は続けると捉えてよろしいですか。 

（清浦氏）この部会の中もイノベーションの話、研究の話を深く下りてはいないのですけれど

も、当然実際に全員が優れた研究者がおりまして、その研究者が仕事をする場所が必要であ

ります。同じように非常に長い間、研究炉がとまっている状態を打破して、いろんな若い研

究者も含めて、ところから産業界、アカデミアから人が集まる状態、そこを早くしないと、
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やはりイノベーションも進まないと、そこのところが頭にあった上での選択と集中という話

ですので、そこは当然、活動の話も念頭に置いて基礎基盤の話もするというときに、その中

でどの施設を残していって、その研究者が研究できるような環境をつくるかと、そういう視

点で議論しておりますが、切り離されたものではないと考えております。 

（中西委員）どうもありがとうございました。 

（岡委員長）イノベーションの話が出たので、私ももうしあげますけれども、イノベーション

という言葉はいろんな意味で使われていまして、新しいものみたいな意味と、本当の学問的

なイノベーションみたいな意味といろいろ使われているのですが、私自身はむしろ基礎的な

イノベーションのイメージが強いのですけれども。イノベーションはどこからか見つけたり、

誰かが考えてくれたりするものではない。自分たちでつくらないと駄目だと。それはどうい

うインフラになるかと考えると、人材と知識と研究設備と、これが一体になったものがそう

いうイノベーションのインフラだと。それはただそういうものがあるだけでは駄目で、そこ

で産業界と大学と研究者がそれぞれ役割が違うところを認識して、議論をして、お互いの相

手のニーズを理解をして、そういう中から自分たちの生き残りのために、考えた中からイノ

ベーションが出るはずだなと私自身は思っています。基本的考え方とかはつくらせていただ

いてきたのですが、その先にいきますと、実用とそういう研究開発のバリアが非常に低くな

っていると。日本では、あるいは文科省と経済産業省、随分分かれた仕事をしていたようで

すけれども、これは ベンチャーみたいなものがいろいろ出てきていて、この間、放射線の

話を資料の話を伺いましたら、大きな電気メーカーは照射装置でしたっけ、それはなかなか

競争力がなくてベンチャー企業が、ベンチャー企業といっても、御存じかもしれないＶａｒ

ｉａｎとか昔からある意味で有名な技術開発企業がシェアが高いというようなことがあって、

申し上げたいのは原子炉の方はどうかなと。確かにベンチャーってアメリカでも投資家がお

金を出してやっています。投資という意味で新しい原子炉なんていうのも大分ありますけれ

ども、この間、日本原子力産業会議の年次大会で面白かったのは、ロールスロイスの方が民

間の投資が得られる上限は２０億ポンドなので、これでつくれる原子炉を考えると言ったの

です。これはベンチャーとは違うのですけれども、要するに新しい原子炉をつくるときに一

番大きな西側での制約はファイナンスですよね。ということで、皆さんいろいろ工夫しなが

ら、私が言った基礎的なイノベーションではなくて、実用のブレークスルーといいますか、

そういうものを皆さんいろいろお考えだなと。何が申し上げたいかというと、連携とかそう

いう中をまず日本ではちゃんとやることで、その中から意見を聞いて、産業界と共同でいろ



－16－ 

いろなことをやれるメカニズムが出てこないかなと思ったりもしているということを申し上

げておきたいなと思いました。 

  先生方、何かほかにございますか、どうぞ。 

（佐野委員）質問ですけれども、今後の施策の方向性という形で七つの項目を上げていますが、

これ、こういう形でプライオリティをつけているのは大変結構なことだと思います。これを

今後どこがどういう形でフォローアップしていくのでしょうか。 

（上田氏）ありがとうございます。 

  施設の大半が原子力機構ですし、研究のアクティビティの多くの部分は原子力機構になっ

ているというところだと思いますが、一方で、当然プレーヤーは原子力機構だけじゃなくて、

今、委員長からも申し上げましたけれども、民間企業の課題だとかとうまく連携してやって

いかないといけないかなというふうに思っているというのが一つございます。この中間まと

めに書いてある施策の方向性のフォローアップという観点でいいますと、この作業部会、今

後もこれで閉じるという状況ではありませんので、この作業部会の中でいろいろ状況に関し

ては各プレーヤー、この作業部会を開いているときも原子力機構だとか民間企業の方だとか、

それから大学の方、いろいろな方にお越しいただいて状況をヒアリングさせていただく。各

プレーヤーの方々から最新の状況をこういった場を使ってヒアリングさせていただきながら、

あとこのまとめ編のところにも出ております、その前にも出ております七つの項目に関して

は、これは実は原子力機構の大きな目標にも合わせてなっているところでございますので、

原子力機構のそれぞれの研究活動の毎年度の評価でも我々見ていきますし、タイミングを見

て作業部会の方でもきちんとできればフォローアップはしたいと思います。また、この七つ

の項目も当然これはこれでずっと決め打ちというわけでもなくて、それは政策の状況に応じ

て柔軟に変えていくべきものだろうと思ってございます。 

（岡委員長）私も、書いていただいているのですけれども、グレーデッドアプローチと書いて

いただいていて、これは重要だということを改めて申し上げたいと思いますけれども、日本

版ＮＥＩというのが電力の方で進みますけれども、研究開発機関も規制側と根拠をもとに議

論をされることを期待しています。日本は稼働率が非常に低い。研究開発関係も、ちょっと

したことですぐとまるというようなこともございます。利用という面で自主的安全向上を研

究機関の方もしっかりやって、それとの見合いで規制は改善される。あるいは議論される。

根拠に基づいてグレーデッドアプローチが実現する。米国の例も参考にと書いてありますの

で、これをまず進めていただきたいなというふうに改めて申し上げたいと思います。 
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  よろしいでしょうか。それではどうもありがとうございます。 

  次、ちょっと時間がかかってしまいましたけれども、次、廃止措置の方の御説明をお願い

します。 

（上田氏）続けてで恐縮でございますが、御説明をさせていただきます。資料につきましては、

資料１－２－１と１－２－２ということでございまして、先ほどの基盤部会と同じく概要の

資料の方、カラーの方になってございます。それから、まとめ本体の方は資料１－２－２の

方になってございます。先ほどと同じく簡単に概要を説明させていただきたいと思いますが、

議論の経緯、それから具体の委員の構成につきましては、資料１－２－２の方の１９ページ、

２０ページの方を御確認いただければなというふうに思います。こちらも平成２９年２月か

ら計５回議論をし、中間まとめの今、現状、案でございまして、今、最終的な取りまとめの

作業を事務局でしているというところでございますが、最終的な４月５日に議論した内容に

ついて御紹介をさせていただければなというふうに思ってございます。 

  説明の方は資料１－２－１の概要の方でさせていただきますが、「はじめに」のところ、

これ、問題意識は先程来申し上げておりますとおり、原子力機構の施設の半分を廃止すると

いうふうなところで、この廃止措置についても着実、安全確保を前提に合理的にやっていく

必要があるというところが問題意識になるということでございます。 

  １ポツで廃止措置の現状と、それから海外の事例というふうなところを御紹介させていた

だいてございますが、この中でまず上の一つ目の丸からですが、施設中長期計画で半数の施

設が廃止というふうな話になると。原子力機構においてはこれまで廃止措置を研究開発業務

と一体で実施してきたという歴史があります。ＪＰＤＲ等々の廃止措置を通じて、廃止措置

に求められる基本的な技術的知見・能力はあるだろうというふうに考えておるというところ

ではございますが、一方で、施設の半数をこれから廃止措置を同時に進めていくという、こ

ういう多くの施設を一度に廃止するということに当たっては、この事業管理、マネジメント

全般の観点からきちんと検討していく必要があるだろうということ。また、非常に廃止措置

期間、長期間にわたるということが想定されますので、きちんと長期の支出を管理する財務

管理の観点ということも考えることが必要だろうということが現状ということで捉えている

ということでございます。 

  ２ポツ、事業・マネジメント全般の観点ということで、まず（１）番で廃止措置業務の特

徴ということを整理してございます。廃止措置の業務については施設の通常運転に比べると、

特徴が少し異なる部分があるだろうということで順に御説明しますと、まず、長期にわたり
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内容の異なる多数の工程を計画的に実施するということなので、この各工程を着実に完遂す

るための運営が必要ということ。 

  また、施設を建設する工程と同じく外注の業務というの、これが多くなりますが、この建

設と違うのは汚染環境下の作業があるということが変わってきますので、こういう事業者の

知見・技術、こういったもの、施設を運転している、若しくは運転経験を持っている事業者

ですけれども、こういったものも不可欠になってくるだろうということ。 

  あと詳しい工程というのは単発のものが多くて、それぞれ最適な手法を選択するというこ

とにはなりますけれども、そのときには基本的には基盤技術の活用が基本だというふうにな

ると思いますが、一方で研究施設については既存の規格でない施設というのも多くあります

ので、合理的な廃止のために研究開発が必要な場合、こういったものもあるだろうというこ

とは念頭に置く必要があると。 

  また、解体等の結果生じる廃棄物の処理・管理・処分、こういったものは廃止措置と密接

に関係してくるということ。 

  それから、廃止措置を通じて得られた知見の蓄積・活用はほかの原子力施設の廃止措置に

おいて価値があるという、こういったものを踏まえて、どういうふうにマネジメントの観点

で見てくのかというのが（２）から（７）に記載、議論があったところをまとめております。 

  まず（２）番、廃止措置業務に関する業務・事業目的の明確化でございますが、この廃止

措置は着実な実施が求められる重要な業務であるが、これは既存の技術の組合せというもの

が中心になる業務でもありますので、研究開発業務とはやはり性格が異なるということは認

識する必要があるだろうということ。また、原子力機構の廃止措置に関しては、研究開発要

素が認められる。施設ごとに形が変わる、違う、若しくは機能が違うというようなものがあ

りますので、そういったものをどういうふうにしていくのかで考える必要があるということ

はありますけれども、基本的には施設の除染・解体としてやるのが基本であるということ。

このため、廃止措置業務については、ほかの業務から独立した業務・事業目標を設定して研

究開発とは異なる手法で業務に即した管理、これを担う必要があるだろうということであり

ます。 

  （３）番、廃止措置業務の管理の在り方ですけれども、安全確保を最優先にしつつ、各工

程を着実に完遂するための運営を徹底する必要ということで、廃止措置の工程は最適な手法

を選択しながら全体工程のマネジメントを行うもの。また、廃止措置の作業を区分化、モジ

ュール化することで効率化を図っていくといったことが重要。また、汚染環境下での作業に
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なるため、安全確保を含めた適切な事業管理には事業者の知見・技術も不可欠ということで、

放射能廃棄物の処理、管理、処分等の作業、これとの関連もする必要があるということ。 

  あと（４）番、長期的な計画的事業管理等ということで、非常に長期にわたる廃止措置に

なりますので、国立研究開発機関の中長期目標、中長期計画期間７年間を超える計画、管理

の枠組みを整理することが必要だろうということ。また、この長期間の事業の維持のために

きちんと経験、知識を継承していくことができるように組織内での情報の管理、人材の管理

も重要になるだろうということ。また、今の施設、原子力機構が策定しております施設中長

期計画は第４期の中長期計画、平成２８年度までというふうになっておりますけれども、そ

の後の計画についてもきちんと検討は継続して行うべきだろうということ。更に、廃止措置

の早期の実施により費用の低減を図ることができるという、こういった可能性もあることも

踏まえて財政条件、技術的条件、安全確保も考慮し、戦略的な事業管理を行うべきだろうと

いう点があると。 

  それから（５）番の廃止措置等のための組織と人材育成の在り方でございますけれども、

組織の構造、運営の在り方を改革する必要ということで、長期的には原子力機構の中で研究

開発を行う組織と廃止措置を行う組織を分離していくということも考えられるかもしれない

ということで、その際、原子力機構の廃止には一定程度、研究開発業務との結びつきがある

ということも留意しながら、こういったことを考えていかないといけないということ。それ

から、外部の企業を参画をさせて、その企業に新しい技術を導入になるとか、廃止措置事業

の目標管理、工程管理を行わせるということも考えられるだろうということ。その際に外注

先企業と原子力機構との業務分担の在り方を見直しをし、外注先企業に委ねられる範囲を

徐々に拡大していくということも考えられるということで、長期的な視野を持って必要な技

術の担い手をきちんと確保しておくことが必要だろうということでございます。 

  それから（６）番ですが、廃止措置等業務の外注の適切な管理ということでありますが、

この廃止措置の業務の外注を最適化するという場合には、外注先企業に適切なインセンティ

ブをもたらす枠組み、こういったものを整備するべきだろうということ。また、外注される

業務の適切な安全対策の構築のため、原子力機構においては廃止措置等の工程を適切なもの

とするための制約条件設定を重視するべきだということ。廃止措置等に関するサプライチェ

ーンを形成するという観点から、地元企業の技術能力向上等も考慮するべきだということ。

更に、外注作業を通じて得られた知見、技術に関しては原子力機構が蓄積をするような枠組

み、こういったものを検討しておく必要があるだろうということでございます。 
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  それから（７）番で、廃止措置業務とそれに関係する研究開発の整理ということでござい

ますが、廃止措置に関しては既存の技術で施設の解体することができるという指摘もありま

すが、必要な研究開発を行った上で工程の案というか、着実性を確認、向上させていくと、

こういうプロセスも必要だろうというふうな指摘もありました。こういった研究開発につい

ては廃止措置の安全、着実かつ合理的な実施を損なわないように、事業のマイルストーンの

中で明確にして計画的にやるということが重要、必要だろうということ。それから、廃止措

置工程・マネジメントの最適化のための研究も重要であるということで、原子力機構が我が

国の総合的な原子力の研究開発機関であるという役割に照らせば、施設をそのための調査、

分析の場としてこれをしっかり活用するべきだというふうな御指摘がありました。 

  ２ポツは財務管理の観点ということで、１、２と整理しておりますが、（１）番で経費の

透明性を確保ということで、各年度の予算措置を適切に検討するという観点においても、最

新の情勢、事情を適切に反映をした費用の将来見通しを作成すること、これが必要だろうと

いうことで、この費用見積りについては技術の進歩、また社会経済状況の変化により変わり

得るものであるということはきちんと念頭に置いて定期的な見直し、改めるということが重

要だろうということであります。また、事前の費用見積りがなされた工程については、実際

の費用の支出の状況を確認し、予定された廃止措置等業務の進捗を財務上モニターするとい

うことと、事後的にその見積りが適切だったかどうかという検証を行うべきだということ。

また、バランスシート上の資産除去債務については、こういったものを計上できるような方

法についても検討するべきだろうという御指摘がありました。 

  また（２）番、廃止措置等費用の確実な確保ということで、後続する工程の着実な実施の

ためには、廃止措置事業の着実、確実な確保が必要ということで、例えば契約形態としてＰ

ＦＩなどは毎年度、国の支出額を一定にすることができるということで、費用のピークへの

対応が容易になると、こういう利点もあり、そういった検討も行うべきなんじゃないかとい

うこと。また、将来の費用ピークに備えた資金の蓄積の検討であるとか、柔軟な予算措置、

こういったものが可能になれば、事業期間短縮、費用の総額の圧縮ということも可能になる

だろうというふうに指摘を頂いております。 

  ３ポツで、今後の取組と引き続き検討が必要な事項ということで、事業管理・マネジメン

ト、それから財務管理、それぞれ短期的な視点、中長期的な視点ということで整理をしてお

ります。 

  ①番の事業管理・マネジメント全般の観点からいきますと、短期的な視点としては研究開
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発と分離した目標の管理。原子力機構内における研究開発部門と廃止措置部門の段階的な分

離。長期契約等外注企業との契約の見直し。こういったものを短期的に取り組む視点として。

また、中長期的な視点としては、廃止措置期間、長期のものを包含する目標の設定であると

か、廃止措置で発生する廃棄物の管理・処理・処分の在り方。廃止措置等に関わる人材確保

の実施。インセンティブ契約の在り方の検討が考えられるということ。 

  また、②番として財務管理の観点の短期的な視点としては、ＰＦＩ契約の実施可能性の検

討であるとか資産除去債務計上の検討。中長期視点としては、廃止措置費用の確実な確保の

ための方策検討。柔軟なファイナンス。予算の弾力性確保の在り方の検討を行うということ

で、これら原子力機構において、こういった観点も踏まえながら、今後長期の廃止措置の工

程に入っていくわけですけれども、試行的な取組がなされるということを期待をし、また、

この作業部会でもフォローアップを行うということを議論していきたいということでまとめ

ております。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  佐野先生が出られたので中西先生からお願いします。 

（中西委員）ありがとうございました。 

  非常に細かくいろいろ書かれていまして、ただタイムテーブルはお配りいただいたもう一

つの方ですけれども、３５番目ですか、３５ページになるのですけど、上の方で、平成４０

年でもまだ終わらないと。そうすると、どういうふうに見積もればいいのでしょう。平成４

５年度終了予定と。そうすると２５年かかると。随分長い期間が必要だなと思って見させて

いただいたのですが、ちなみにＪＲＲ－１とＪＲＲ－２、東海村のあれはどういうふうに廃

炉にしたんでしょう。 

（上田氏）御質問ありがとうございます。 

  すみません、ＪＲＲ－１とＪＲＲ－２の廃止を具体的にどういうふうにやったのかという

ところが手元、資料がないので。 

（中西委員）たしか私の記憶が正しければ埋めたのです、そのまま地下に。だから、必ずしも

解体が必要でないかもしれないですよね。そこら辺の検討というのは、これだけ平成４５年

度までかかるということは相当な解体作業そのものが危険もありますし、ということも検討

課題としては上がってこないのでしょうか。 

（上田氏）正にこれをどういうふうにやっていくのかというのは、今後の検討課題ということ
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だと思います。例えば今、御覧になっていただいている、これ施設ごとにそれぞれどれぐら

いかかるかというのは変わってくると思いますので、小さい施設であればさすがにそこまで

かかりませんし、一方で今、御覧になっていただいている部分は、ふげんでありますとか。 

（中西委員）全部解体をするということになっているのでしょうか。 

（上田氏）基本的には解体をして、更地にするということを念頭に今の計画はということにな

ります。 

（中西委員）ＪＲＲ－１とか２で得られた知見は余り生きないということになる。 

（上田氏）更地の仕方として、埋められるものは埋めてというのもあるかもしれませんし、そ

の具体的なところというのは施設ごとにどういうふうにやっていくのかというのを考えるこ

とになると思います。 

（中西委員）もう一つ伺いたかったのは、解体しますと相当廃棄物が出ますよね。それはどう

いうふうにお考えなのでしょう。 

（上田氏）一つは処分場の整備状況と、そこは密接に関係してくるところだと思いますので、

処分場ができているかどうかというところはあると思いますし、仮にできていない場合はど

こかで一元的な管理ということも考えないといけないと思いますけれども。 

（中西委員）４０年、相当長い間かかるのですから、解体するとすれば出てきたものを逐次や

っぱりどこかに場所を確保するということを一緒にあわせてやっていくべきではないかとち

ょっと心配になりました。 

（上田氏）正にその点も含めて、今後検討していかないといけない部分かなというふうに理解

しております。 

（岡委員長）いかがでしょうか。 

（佐野委員）どうもありがとうございます。 

  廃炉をどう捉えるかですが、新しいこの分野に入ってくる学生にとっては、どちらかとい

うと後ろ向きな分野だというふうに捉えがちかも知れませんけれども、私は逆に新しいチャ

レンジの分野なのではないかと把えています。将来、世界にある原子炉はどんどん老朽化し

ていくわけですから、どうしても廃炉というのは出てくるわけです。それはひょっとしたら

国際的なビジネスになるかも分からない。ですから、マネジメントとか事業管理はもちろん

重要なのですけれども、廃炉していく過程で、新たな研究開発分野も出てくるだろうし、技

術開発の分野も出てくるでしょうし、新しい知見なりノウハウなりを獲得していくわけです。

それは恐らく世界の先行事例になっていくと思うのです。廃炉は、国際協力の分野でもある
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し、技術開発の分野でもあるし、研究開発の分野でもあるという風に捉えて新しいチャレン

ジなんだということでやっていけたらいいのではいかなと思います。そういう形で人材育成

もできるし、新しい研究者なり技術者も入ってくるだろうし、是非そういう方向に持ってい

ってほしいと思います。 

（岡委員長）私の質問と意見は、いろいろと廃炉措置のことをかんがえておられる、非常に重

要で、この検討がタイムリーに行われて大変良いと思います。それで幾つも考えるべきこと

が廃止措置にあります。今回はこういう事業をどうやって始めるかという観点です。これは

まず一番重要なのだと思いますけれども、よく言われているのは、さっき廃棄物の話が出ま

したけれども、廃止措置は最終状態を考えて設計しろと。廃止措置は廃棄物と一体で考えろ

と、言われているところがございます。廃棄物は放射性じゃないものもいっぱいありますけ

れども、それを一体でどうするかということも含めて対策を並行して進めないといけないか

なとおもいます。量は余り多くないものは別でしょうけれども、多量に出るものについては

ということだと思います。 

  それで、そういう検討は今後また進む。それから原子力委員会の方でも放射性廃棄物、特

に低レベルのところはちゃんと検討しないといけないなと思っておりますので、廃止措置に

ついても見解をまとめないといけないかなと思っております、両方について。これはまだ中

で相談を始めたばかりですけれども、そういう中で意見を交換しながら良い方向に進んでい

くようにしたいと思いますけれども。 

  それで、各国のいろんな財政の仕組み等いろいろ調査されていて、その辺りは良いと思う

のですが、予算のことが気がかりなのですけれども、中身のところも十分調査されておりま

すでしょうか。フランスのＣＥＡもグルノーブル研究所は今、再生可能エネルギーに研究展

開しようとしている、そのため研究炉を片づけたりしています。カールスルーエ研究所も２

０年ぐらい前から廃止措置を進めて、今、いろいろな研究炉の廃止措置も終わったと聞いて

います。それからもっと前では、イギリスでは、サッチャー首相の時代にやめた研究所は今、

もうグリーンフィールドになっている。ハーウェル研究所とかリズレー研究所とかです。ウ

インフリス研究所の廃止措置はまだ残っている、ＳＧＨＷＲの廃止措置があるので。あとド

ーンレイ研究所は高速炉の廃炉が続いています。その辺りはアメリカも含めて情報は十分調

査されているというふうに思っていいのでしょうか。 

（上田氏）今回の調査では、すみません、そういう意味では網羅的に各国の作業をどういうふ

うになっているかというところに主眼をというよりも、どちらかというとマネジメントがど
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ういうふうになっているのかと、お金のところになっちゃうので、その点弱かった部分があ

ると認識しているところでございます。 

（岡委員長）まずは経費のところ、非常に重要なので、それを考えられるのは非常に重要だと

思いますけれども。各国それぞれ予算も違いますし、規制が米国のエネルギー省の研究所は

自分でやっているとか、ほかの国はそうではないところもあるとか、予算を用意する仕組み

も、それぞれ違っていたりもしますけれども、日本にとってこれを予算を取るということは

文科省さん、非常に重要なお仕事だと思います。そういう点でちょっと心配しすぎかもしれ

ないですが、プロジェクトとして廃止措置が遅延していくと、非常にコストがかかるように

なってしまう恐れがある。このところを初めからよく考えておかないといけないと思ってお

りまして、是非お考えいただきたいなというのが、廃炉技術のところとともにコメントでご

ざいます。 

  コメントとしては、とりあえずはそんなところですけれども、先生方は何かございますか。

ちょっとさっき研究開発のところで一つ申し上げ、多分伝わっていないと思うので、申し上

げますと、原子炉実習のことで、いわゆるフィードバックのある状態の原子炉実習というの

をやらないといけないのではと言うことです。実際のプラントではそれが重要で、軽水炉も

利用も進んだので。何が申し上げたいかというと、利用のソフトの検討の中に、プラントの

特性というか安全性というかシミュレータ、そういうものをうまく組み込んだような実習が

原子炉実習の発展形として必要ではと言うことです。もっと早くそうなっていないといけな

いと思うのですけれども。要するに教科書ではフィードバックのあるプラント動特性や制御

のことは書いたものがあるのですが、プラントシミュレータみたいなものは未だ原子炉実習

では使われていない。このようなソフトは今は、パソコンで動きます。ＩＡＥＡにもそのよ

うなソフトがあります。何でこう言っているかというと、原子力人材育成ネットワークが指

令してくれとおっしゃって、指令してほしい中身はどうもこういう技術者育成の何かみたい

なのが必要だと言ってほしいということだったと理解しているのですが、それをもうちょっ

と分解すると、今のような原子炉実習でそういうものもやるというようなところかなと思っ

たものですから、そう申し上げました。もっと本格的なものは運転訓練センターにフルスコ

ープのシミュレータがありますから、それは就職してからやればいい。あるいは海外に軽水

炉を輸出することになればそういうものが必要なのかもしれないけれども。今、彼らが言っ

てところの中身を実現するとしたら、原子炉実習の発展形をちゃんとつくるということかな

と。それは研究炉のそういうものと組み合わせてつくるのかなというのをはっきり申し上げ
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ておいた方がいいかなと思って、ちょっとアイデア的ですけれども申し上げます。私、大学

にいた時に原子力教科書の改定版をつくりました。私どもの学生のころは本当に基礎的な教

科書で、軽水炉の利用なんてなかったですから、理論だけ教えていただいた感じなのですが、

３０年たちますと、軽水炉の利用がすすみましたので、それを取り入れた教科書を研究開発

機関や産業界と一緒になってつくりましたけれども、実習のところはそういうふうにまだな

っていないです。やろうとしたけれども、まだ継続的に実施されていないと、正確に言うと、

ＪＡＥＡの研修センターでヒューマンファクターをやっていた方が作ったのが以前はあった。

そう理解しています。ちょっと実用と炉のところとの関連で、次また考えられる研究炉みた

いなものが、そういうところも考慮したものになれば非常にいいんじゃないかなというコメ

ントを申し上げたいとおもいます。 

  細かくなりましたけれども、廃止措置、廃棄物について何かございますか。よろしいでし

ょうか。それでは、どうもありがとうございました。 

  原子力研究開発に関する原子炉施設設備は研究を支える基盤であり、その廃止措置を含め、

非常に重要な課題です。原子力委員会は引き続き、その状況をフォローしていきたいと思い

ます。 

  それでは、議題２についてお願いします。 

（林参事官）それでは、議題２でございます。議題２は日本原子力研究開発機構新型転換炉施

設原子炉設置変更許可について（答申）でございます。本件につきましては、前回原子力規

制庁が諮問を受けたところです。 

  それでは、事務局から答申案について御説明いたします。 

（佐久間補佐）事務局の方から御説明させていただきます。資料は資料第２章号ということで、

こちら側が今回、原子力規制庁に対して送る答申案となっております。 

  こちらの方は読み上げさせていただきますと、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、

原子炉廃止措置研究開発センター新型転換炉原型炉の施設の原子炉施設変更許可について

（答申）ということで、平成３０年３月２０日付の文書をもって意見照会のあった表記の点

に係る原子炉等規制法４３条－３－８第２項の３－８第２項において準用する法４３条－３

の６第１項第１号の規定する許可の基準の適合については別紙のとおりであるということで、

次のページの文章に移ります。 

  こちらの方の文章の方のところなのですけれども、最初の文章の本件申請についてという

のは原子力規制庁の方から頂いていることが二つあります。廃止措置中であり運転停止に係
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る恒久的な措置がとられており、原子炉は運転されていないこと。もう一つが、使用済燃料

については国内又は我が国と原子力平和条約に関する協力のための協定を締結している国の

再処理事業者において全量再処理を行うことというふうに原子力規制庁から来ておりまして、

などの諸点についてその妥当性を確認されていること。加えて我が国では当該発電用原子炉

にも対象に含めた保障措置活動を通じ、国内の全ての核物質が平和的活動にとどまっている

ことの結論をＩＡＥＡから得られていること。また、本件に関して得られた審査全ての情報

を総合的に検討した結果から、当該発電用原子炉が平和目的以外に利用されるおそれがない

ものと認められるとする原子力規制委員会の判断は妥当であるということになっています。 

  なお、政策上の平和利用の観点からは、回収されるプルトニウムの利用方針や量について

明確になっていることが望ましいが、現時点では再処理の詳細が決まっていないことから当

該申請書に記載されていない。このため、当委員会には日本原子力研究開発機構に対し、使

用済燃料の再処理委託が決定後、回収されるプルトニウムの利用方針に関して速やかに原子

力委員会に報告することを求めることとしますと。以上となっております。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、御意見をお願いします。佐野委員、お願いします。 

（佐野委員）私の方はこれで基本的に結構でございます。特に最後のなお書きのパラグラフ、

これをＪＡＥＡの方に報告を求めるという点を強調したいと思います。 

  以上です。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）これでいいと思います。 

（岡委員長）私もこれでいいと思うのですが、最後に書かれたなお書きのところを改めて申し

上げますと、政策上の平和利用と規制法上の平和利用は違うと。保障措置を満たしているか

どうかというのが規制上のことなのかもしれないですけれども、政策上の平和利用というの

は核不拡散と関係をしていて、米国では国家のトッププライオリティ。あるいは日本にとっ

てもそうかもしれませんが、トッププライオリティであると。そういうことで保障措置を満

たしているから、平和利用は大丈夫ですよと思っている方がまだ日本には非常にたくさんお

られて、この理解を是非改善してもらいたいなと思っています。米国はナショナルセキュリ

ティの一番トップのものが核不拡散です。北朝鮮問題が騒がれている。大統領府にもセキュ

リティの専門家がいます。国務省にも専門家がいます。そういうことで日米同盟というのは

信頼が根幹ですから、それをちゃんとやっていくという意味でも、政策上の平和利用につい
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ては皆さん、原子力関係者がきちんと理解をするということを是非お願いをしたいと思いま

す。 

  私の意見は以上ですが、先生方は何かございますでしょうか。 

  それでは、このとおり答申するということでよろしいでしょうか。 

  それでは、答申することにいたします。議題２は以上です。 

  議題３と４についてお願いします。 

（林参事官）議題２に追加でございますけれども、本答申の案につきましては、今後の報告を

原子力機構に求めていることから、本答申につきましては内閣府の統括官名で文科省の研究

開発担当局長の方に文書を送付するということを今、考えております。 

  それでは、議題３と４、同じＦＮＣＡの話でございますので、続けてやらせていただきた

いと思いますが、議題３が第１９回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）コーディネー

ター会合の結果概要について。議題４が同じくＦＮＣＡの「２０１８スタディ・パネル」の

結果概要についてでございます。あわせて事務局の方から御説明をお願いします。 

（澄川補佐）まず、資料第３号に基づきまして、先日行われましたＦＮＣＡのコーディネータ

ー会合の結果概要について御説明をさせていただきます。 

  開催日につきましては３月末、３月２２日木曜日に開催いたしまして、主催内閣府・原子

力委員会、共催文部科学省、三田共用会議所で開催させていただきました。 

  参加国につきましてはＦＮＣＡの加盟国及び国際機関との連携ということでＩＡＥＡのＲ

ＣＡを御出席を頂いております。 

  結果概要につきまして、主だったところを御紹介いたしますと、まずコーディネーター会

合はＦＮＣＡの現行プロジェクトの進捗確認と今後の進め方を議論する場でありますが、ま

ず現行プロジェクト全８件の代表者、それぞれの代表者から年間の活動についての御報告を

頂いております。また更にそのうち、２０１７年度プロジェクトの実施期間が終了となるプ

ロジェクト３件、放射線育種のプロジェクトとバイオ肥料の開発のプロジェクト、電子加速

器利用推進のためのプロジェクト、この３点については最終年度ということになりまして、

これまでのプロジェクト期間の成果の確認と今後の展望ということについてもあわせて説明

を頂いております。これらにつきまして、プロジェクトの評価ルールというものを一昨年ほ

どに大臣級会合でも設定しておりますが、新たなプロジェクト提案、今後の進め方という議

論、議題をもちまして、まず一つ今期終了するプロジェクトのうち、バイオ肥料と電子加速

器利用、この二つのプロジェクトにつきましては、これを二つを一つに融合させた上で、更
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に発展的なプロジェクトとしまして放射線照射と天然高分子への放射線加工技術の農業、環

境及び医療への応用という新しいプロジェクトを一つ立ち上げるということと、先ほど三つ

のうちの一つ、今年終わります放射線育種の新たなフェーズ、新規フェーズということで改

めて新規プロジェクトという形で新たに開始をするということについて関係者間においての

合意がなされております。 

  また、そのほか新規プロジェクトの議論におきましては、原子炉設置に関わるリスクコミ

ュニケーション戦略に係る研究プロジェクトというものが新たに提案をされておりましたが、

これに関しましては各国の評価結果としてＬＯＷというものがつきますとプロジェクト実施

の評価としては見送るというようなルールになっておりまして、今回は採択基準を満たさな

いということで見送りとなりましたが、会議の場としては提案内容を見直して次回の会合に

再度提案をすることが推奨されております。 

  また、この議論の中であわせて新規プロジェクトの立上げに際して、年に一度ワークショ

ップを開いて関係者が集まったりするのですが、その際の予算措置について必ずしも明確な

ルールがないというような御指摘をコーディネーターの方から頂きまして、これにつきまし

ては今後、規定整備の必要性について上級行政官会合に諮るということとされております。 

  また、一番下の段で、ＲＣＡ、ＩＡＥＡのリージョナルな協力のための部署ですが、そち

らとの国際機関との連携ということで、先方からの御指摘とかそれぞれの連携活動について

のプレゼンテーションを頂いたというような活動をしております。 

  あと２枚目以降、全部は時間もあれなので割愛しますが、主だったところを少し御紹介し

ますと、新規プロジェクトの関係で申しますと、①放射線育種のプロジェクト、これにつき

ましてはアジア各国でニーズの高い農作物に関しまして、放射線照射による突然変異育種、

こういった技術を使った品種改良の取組を進めるものでありますが、これまでの取組で全て

の３か国で、例えば稲に関しましては突然変異育種の作出を進めておりまして、更に、幾つ

かの品種につきましてはもう実用化、品種登録、こういったものが進められているという現

状がございます。更に今後、これは新フェーズということで引き続き新しいフェーズのプロ

ジェクトということで今後続けていくということが合意されておりますが、これまでは比較

的、対病気とか対干ばつとか水害に対して強いとか、そういったところなどであったのです

が、今後は更に低投入で高収穫できる、よく余り肥料を与えなくてもたくさん育つみたいな、

そういった特徴を持った品種の実用化に向けたような取組に重点を置いていくというような

こととされております。 
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  また、②のバイオ肥料と③の電子加速器利用、これにつきましては、この二つとも最終年

度なのですが、今回二つを一つにして新しいフェーズのプロジェクト立てるということにな

っておりまして、③の方を見ていただいた方が。③の電子加速器利用、３ページの一番上で

すが、このプロジェクト自身はもともと各国に存在する天然高分子を放射線で結合、分解を

して、それで性質の違う物質をしまして、例えば植物の成長促進剤としてこれが活用できる

といったもの。それの実際のフィールドスキャンを進めたり、あるいは超吸収材をつくると

いった技術にも使えるものでありまして、それを活用する研究開発、こういったものの取組

を進めておるところですが、これを更に、エンドユーザーに技術移転をするというところま

でを視野にプロジェクトを進めておりまして、先ほど終了になりますバイオ肥料につきまし

ても、ある程度ものはできていて、今後またそれを技術移転、エンドユーザーにつなげてい

くという課題をこの電子加速器利用の中の一つのマターとして取り組むということにされて

おりまして、一つはここの③の中では、植物の成長促進剤の実用化を進めるというのも一つ

ありますし、更に、こういった成長促進剤と先ほど出ましたバイオ肥料を併用すると。そう

すると、更に効果が高いと。化学肥料を使わないで済むとか少なくて済むとか、そういった

成果が今まで見られておりますので、そういったところをもっと追求していくというような

連携効果を狙っていくということを今後進めていくような流れというふうになっております。 

  ④以降は少し既存のものの継続になりますので、少し割愛させていただきまして、５ペー

ジを御覧いただければと思います。５ページはセッション８、冒頭申し上げました新規プロ

ジェクトに関する説明ということで、リスクコミュニケーション戦略に関するプロジェクト

提案というものを今回、タイの方から頂きました。趣旨としては理解をされておるのですけ

れども、例えばリスクコミュニケーションということで、リスクのところに関するコミュニ

ケーションにある程度絞っていくと、それよりもコミュニケーションってもっと全体に捉え

るべきではないかとか、いろいろ意見もございまして、今回初めて提案を頂いたもので、そ

の場ですぐ採択というところまでは至らず、評価的にもそもそも採択基準を満たしていない

という事業もありましたので、今後引き続き検討をするということが重要だろうということ

で、再提案を推奨することとされております。また、その中で先ほど申しましたが、和田コ

ーディネーターから新規プロジェクト、内容の面の検討とあわせて予算措置についても実は

当然、ものを進めていくために必要な重要な事項なのですけれども、この点についての明確

な規定整備、ルールみたいなものが今のところ実は明確なものを定めていないという事業も

ありまして、この点については今後、７月予定しております上級行政官会合の議題の一つと
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いうこととさせていただきたいと考えております。 

  あと９ポツ、セッション９というところで今回の活動についてということで、全体として

はそれぞれの報告を受けた上で先ほどから出てきています育種の新規フェーズ及び二つの終

了プロジェクトを一つにまとめた新しいプロジェクトを進めるということの了承というもの

をされまして、最後にあわせて２０１８年度、各プロジェクトが毎年関係者が集まってワー

クショップというのをやっておりまして、そのワークショップの開催国についての情報共有

ということが示されております。 

  お配りしているこの資料の一番最後の１枚のところに、横紙ですけれども、それぞれのプ

ロジェクト、様々なところで開催国を決めてワークショップが行われておりますので、その

情報の共有ということをさせていただいております。あとは後ろについているのは、当日の

アジェンダないし出席者などをまとめさせていただいているのと、あとは中程に英語の資料

がありますが、これはコンクルージョンとレコメンデションといいまして、当日会合で行わ

れたことを各国の間で認識を共有するためにこういった資料をまとめさせていただいている

という状況になっております。 

  コーディネーター会合については以上になります。 

  続きまして、資料４、スタディ・パネルの結果概要についての御説明をさせていただきた

いと思います。 

  第４号、スタディ・パネルの結果概要について。先ほどのコーディネーター会合の翌月、

３月２３日金曜日に連日開催を頂いておりまして、こちらについては共催にＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａにも御参加を頂いて、多大な御協力を頂いております。 

  参加国につきましては、ＦＮＣＡのメンバーカントリーに加えまして、こちらの方は様々

なスピーカーの方が来ていただいてお話していただいておりますので、今回で申し上げます

と、米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）ですとか、英国のビジネス・エネルギー・産業戦略省

（ＵＫ／ＢＥＩＳ）ですとか、あとはＯＥＣＤ／ＮＥＡ、あるいは日本側からもプレゼンテ

ーターを出しておりまして、日本大学の友岡先生ですとか、新潟大学田中先生といっ有識者

の先生方に今回、御参加いただいております。 

  ５ポツの概要につきましてですが、スタディ・パネル自身はＦＮＣＡの参加国は将来的な

原子力発電導入、こういったものに際して法整備ですとか人材育成、適切な原子力発電の導

入に係る基盤の整備、そういったものが非常に重要であるという認識を共有した上で、その

ための情報交換の場ということで毎年開催をさせていただいておりまして、様々な観点から
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有識者の方に御発表いただいて、それを各国が聞くというようなことで進めさせていただい

ておりますが、昨年、原子力の法的分野に関して、こういった情報共有をするということに

されておりまして、ＯＥＣＤに協力いただいた上で、昨年は原子力賠償制度というものをテ

ーマに開催させていただいたところですが、今年も引き続き、この法制度関係の議論が非常

に有用であるというような各国からのお声もありまして、今回は原子力関係法分野における

取組という中で、更に原子力安全に関する法的組みというものと公衆参加に関する法的枠組

み、この二つの副主題を設定いたしまして、それぞれについて発表者、スピーチいただいて

質疑応答をさせていただいております。 

  ６ポツの会合議事を紹介させていただきます。まず初めに、基調講演ということで原子力

委員会、岡委員長の方から当方の原子力利用に関する基本的考え方や白書の編さんをさせて

いただいたということの紹介とともに、今回のテーマであります継続的な安全性の向上や情

報提供によるステークホルダーの信頼性の向上に向けた取組、こういったものの重要性を述

べさせていただいております。 

  また、続きましてＯＥＣＤ／ＮＥＡの方からは原子力担当法務課長をされておりますヒメ

ナ氏の方から原子力法制の基本的概念と基本原則、非常にフレームの話を御説明を頂いてお

ります。 

  その後、原子力安全に係る法的枠組みと公衆参加における法的枠組み、それぞれのテーマ

に対して各プレゼンテータの方から様々御説明いただいておりまして、原子力安全に係る話

題につきましては、ＯＥＣＤ／ＮＥＡの法務担当の方から、まず原子力安全に関する法制全

般の枠組みですとか条約、国際的な枠組み、原子力の早期通用条約ですとか、こういったお

話を頂きました。 

  また、ＮＲＣの方からは、アメリカの例といいますか、独立した規制組織の重要性という

ところの基本原則についてのお話を頂いております。 

  また、日本の状況ということで、今回、日本大学の法学部の友岡教授に御出席いただきま

して、福島原発事故後の日本の新規制基準ですとか、その妥当性、信頼性と、またそれの改

善に向けた取組といった課題についてのお話を頂いております。 

  また、セッションの最後にＱアンドＡというのを設けておりまして、様々御議論といいま

すか、質疑が行われておりますが、少し御紹介いたしますと、例えばＥＵでＮＥＡの方から

ヨーロッパでの取組という話があるのですけれども、関連法制というのは条約とかもありま

すが、調和はとれているのですかという質問をすると、とれてはいないと。ただ、それぞれ
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各国条約をばらばらに採択しているものは必ずしも一致しないものの、その中でどうハーモ

ナイズしていくのかというような努力が例えば続けられているというような回答がありまし

たが、米国の原子力損害賠償制度はどうなっているのかというのは説明の御質問、あるいは

日本の関係で申しますと、福島事故後の日本の対応の裁判所で停止命令が出ているといった

ところに触れられまして、専門家の意見というのはそこに反映されないのかというような御

質問がありまして、これに関しては規制基準は専門家の意見を反映させて当然つくっており

ますが、実際の審判においてはその基準をそのまま採用するのかどうするのかというところ

は判事の方の裁量というものがあるでしょうというようなお話もありました。 

  また、二つ目の公衆参加に係る法的枠組みの方は、これもプレゼンテータとしてはかなり

似ているのですけれどもＯＥＣＤのＮＥＡの担当の方から公衆参加に係るエスポー条約、オ

ーフス条約などの国際的な枠組みについての基本的お話を頂いた後、個別の各国事例という

ことで今回、英国の方から、英国は今、原発導入に向けた取組を進めておりますので、その

中で実際にどういうふうなパブリックヒアリングなどのプロセスを進めているかというよう

なお話を頂いております。また、日本の状況としては、日本の場合は必ずしも法的枠組みと

いうところが整備されているものではないですが、実際には公聴会等、こういった実績が実

務上はされているですとか、最終処分法にはある程度公衆参加がきくこととされておるので

すけれども、そういうところの整備については少し課題があるであろうといったお話を頂い

ております。 

  めくっていただきまして、Ｑ＆Ａに関して少し御紹介しますと、例えば先ほどの英国の例

で申し上げますと、ヒンクリーポイントの導入に関する近隣諸国の反応というところで、も

う少し詳細をというような話がありまして、お答えがあったのは６か国からエスポー条約に

基づいてコンサルテーション要請という意見がついたわけですけれども、最終的にそのうち

ドイツとアイルランドとは個別の協議をするというような話にもなってきているというよう

なお話がありました。 

  最後に会合のまとめとしまして、今回、会合議長を務めていただきました佐野先生の方か

ら総括として以下、述べさせていただいております。 

  会合自体は主目的であった活発な相互対話による参加者の知識の深化、理解の共有は十分

果たされたと。あわせて原子力安全に関しては規制組織の独立性維持の重要性が再認識され

たということが重要な点で、今後の法整備に資するだろう。また、公衆参加の点についても、

これは近隣各国間の重要な課題であって、今後の共通な課題であろうと。最後に今回の御説
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明に対しての感謝とともに、将来、再度本テーマについて、また更に情報共有するような場

を望みたいということを述べていただきましてスタディ・パネルを終了させていただいてお

ります。 

  あと以上ですが、最後、後ろにつけさせていただいたのは当日のアジェンダと出席者リス

ト、御参考につけさせていただいております。 

  説明は以上になります。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑を行います。佐野委員からお願いします。 

（佐野委員）ありがとうございました。 

  コーディネーター会合もスタディ・パネルも初めて参加させていただきました。コーディ

ネーター会合が１９回を迎えたという息の長いフォーラムですけれども、私の得た印象はこ

れは具体的なプロジェクトを通じて、かつ日本がイニシアチブをとれるような、リーダーシ

ップをとれるような先進事例を持っている分野で、アジア諸国が協力する非常に優れた枠組

みであると感じました。特に各国が、品種改良とか食料増産とか実利を得られるという、そ

ういう研究プロジェクトを動かしていくというのは、各国のインセンティブにもなるし、そ

れから各国のニーズに合った研究、共同プロジェクトだという見方も今後も引き続き継続し

ていけたらいいフォーラムじゃないかという印象を持ちました。 

  それから、スタディ・パネルの方は今回、原子力安全に関する法的枠組みと公衆参加に関

する法的枠組みという二つテーマについて、各国のプレゼンテーションが中心になりました。

私の印象は極めて優れた情報共有の場であるというのが一つと、それからもう一つは、各国

の先進事例、各国の状況がプレゼンされる中で自国を顧みるわけですから、ソフトな意味で

のピアレビューになっているんじゃないかなという印象を持ちました。ですから、これもテ

ーマを各国のニーズに合わせていくことが必要になるのではないか。例えば先ほどのタイの

コーディネーター会合でのリスクコミュニケーションですか、リスクマネジメント、そうい

ったものも含めて、むしろスタディ・パネルをやってもいいのかも分からないし、タイが具

体的な提案をしているわけで、各国のニーズというのを十分吸収して次回のテーマを決めて

いったらいいなというふうに感じます。 

（澄川補佐）ありがとうございます。 

  議題設定につきましては、事務局の方から毎回各国にアンケートを投げまして、そういっ

たものを踏まえて設定させていると。かなり民主的なプロセスをできる限りさせていただい
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ているつもりでありますので、今後もしっかりとやりたいと思います。ありがとうございま

す。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）御説明ありがとうございました。 

  私もＦＮＣＡ、非常に長くて１９回前からやっているのを引き続きだと思うのですが、非

常に良かったのですけれども、もう少し前もって日本のストラテジーをもうちょっと入れ込

んでもいいかなという気がしました、特にコーディネーター会合。 

  それとあと、スタディ・パネルも非常に面白かったのですが、あと一つ質問なのですが、

両方とも韓国が来ていないのですが、前回、昨年は来られていたのですが、何か特にあった

んでしょうか。 

（澄川補佐）今回に関しましては、正に連携しているＩＡＥＡ／ＲＣＡというもう一つの枠組

みがあるのですけれども、実はＲＣＡに関しまして、韓国は韓国の方のリージョナルオフィ

スというのを彼らは持っていて、かなりそこに注力をしていて、実はＦＮＣＡに来ていただ

く方もそこの職員の方なのですけれども、向こうの方で大きめの重要な会議があられるとい

うことで、今回ちょっとタイミングが、我々の事務方がもう少し調整をすべきだったとは思

うのですけれども、都合がつかないということで御欠席をされていまして、前回は実は直前

まで出られるような予定ではあったのですけれども、急遽都合がつかなくなったという事情

があったようで、ほかの各国は御出席は頂いている状況です。 

（中西委員）あと印象としては、オーストラリアが物すごく力を入れているなという気がしま

した、両方ともです。それだけです。どうもありがとうございました。 

（岡委員長）今回、法的枠組みの話とかうまく運営されるようになって、良くなってきている

と思います。従来の研究側については実用のところとかで、課題は残っているかと思うので

すけれども。それでコメントとしては、発表資料を是非ホームページに載せてほしい。発表

していた方にそういう許可を初めからもらって載せる。駄目なのがあったら、既に前回のも

のなんかは、もしこれを載せたくないというのは省いてもらってもいいかと思うのですけれ

ども。特にスタディ・パネルの法的枠組みの講演、これは非常に重要で日本でもなかなか聞

けないです。日本の話、それからＯＥＣＤのお話、聞けないので、是非皆さんで共有を図ら

ないといけないと思う。法というと、すぐ規制の法はどうあればいいかという、すごく細か

い話に、日本では過去になっていたということに気がつきました。こういう大きな話が抜け

ていたなと、そういう意味で皆さんにここで講演していただいたような大きな話から全体を
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理解するということが我々にとっても必要だし、若い学生の方にとっても必要であるという

意味で、是非ホームページに載せていただきたい。 

  私、ＯＥＣＤにＮＥＡに出張するのですけれども、明日から。ＯＥＣＤのホームページ、

ＮＥＡのホームページを見ているとよくできています。原子力委員会に比べて大きな機関で

すけれども。作業のためのメンバー向けのプロテクテッドホームページもありますから、そ

の辺りはどうするか。ＦＮＣＡは別のところで作業用のホームページがあるというようなこ

とを聞いていますが。せっかくの発表ですので、関係者だけその場でというのは非常にもっ

たいないですし、税金を使って行っておりますので、皆さんに見ていただくようにしていた

だけないかなと思います。よろしくお願いします。 

  全体としてはＯＥＣＤ・ＮＥＡの方に非常に協力を頂きました。向こうでいろいろ検討さ

れた結果がアジアの国々に伝わって非常に良かったと思います。今後もいろいろな国際機関

とも協力しながらうまく運営できればと思いますけれども。 

  先生方、ほかにございますでしょうか。 

  それでは、ありがとうございました。議題３は以上です。 

  議題５についてお願いいたします。 

（林参事官）それでは、議題の５です。議題の５は岡原子力委員会委員長の海外出張について

でございます。資料５を御覧ください。出張先につきましてはフランス・パリ、出張期間に

つきましては平成３０年４月１８日、明日から２１日まで土曜日ということで、目的はパリ

で開催されるＯＥＣＤ／ＮＥＡ６０周年記念式典等への出席ということになってございます。

主要日程は以下のとおりになっていますので、こういうことで委員長は海外出張に行かれる

ということでございます。 

  以上です。 

（岡委員長）これについてはそういうことです。よろしいですね。 

  ＯＥＣＤ・ＮＥＡですけれども、６０周年ということで行ってくることになるのですが、

ホームページを見ますと福島以降、日本は非常にお世話になっていまして、これは是非行っ

て挨拶して、お礼を申し上げてこないといけないと思っておりますので、そうしたいと思い

ます。 

  それでは、出張いたします。 

  それでは、ありがとうございました。議題５は以上です。 

  ６について何かございますでしょうか。 
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（林参事官）６、その他でございますが、今後の会議予定でございます。次回第１６回原子力

委員会の開催につきましては、来週火曜日４月２４日でございます。時間については今、調

整中でございます。場所は中央合同庁舎８号館６階６２３会議室、この会議室です。議題と

いたしましては、放射線利用の現状の課題について。大阪大学の核物理研究センター長、中

野貴志先生のプレゼンテーションを予定しているところでございます。また、改めて議題が

追加になる可能性もあります。その場合は、後日、原子力委員会ホームページ等の開催案内

をもってお知らせいたします。 

  以上です。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  そのほか委員会から何か御発言はございますでしょうか。 

  それでは、発言がないようですので、これで委員会を終わります。ありがとうございまし

た。 


